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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第89期

第１四半期累計期間
第90期

第１四半期累計期間
第89期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

完成工事高 (千円) 4,238,252 3,983,181 20,732,360

経常利益 (千円) 44,977 92,296 1,007,188

四半期(当期)純利益 (千円) 22,184 75,300 594,705

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,581,000 1,581,000 1,581,000

発行済株式総数 (株) 12,000,000 12,000,000 12,000,000

純資産額 (千円) 4,625,202 5,106,612 5,136,494

総資産額 (千円) 13,728,823 12,597,731 14,791,277

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 1.85 6.29 49.70

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 7.00

自己資本比率 (％) 33.7 40.5 34.7
 

(注) １　完成工事高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。

３　当社は四半期連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)において営まれている事業の内容に重

要な変更はありません。

　また、カワセツサービス株式会社については、平成28年６月29日開催の同社株主総会において解散することを決議

するとともに、同日付で解散しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。　

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融政策により景気は緩やかな回復基調

でしたが、円高の進行や新興国経済の減速など先行き不透明感が強まりました。

このような状況のなかで、当社は、受注目標の達成、工事原価管理・工事品質管理の継続強化等の諸施策によ

り、黒字安定経営の継続を目指して事業活動を展開してまいりました。

その結果、当第１四半期累計期間の経営成績は、一般ビル工事の減少により、受注高は51億19百万円（前年同期

比41.6％減）、完成工事高は39億83百万円（前年同期比6.0％減）となりました。損益面では、利益率改善により、

営業利益85百万円（前年同期比100.1％増）、経常利益92百万円（前年同期比105.2％増）、四半期純利益75百万円

（前年同期比239.4％増）となりました。

 

各セグメントの業績は次のとおりであります。

〔東部〕

東部の業績につきましては、一般ビル工事が堅調であったため、完成工事高は16億４百万円（前年同期比26.5％

増）となり、セグメント利益は１億45百万円（前年同期比697.2％増）となりました。

〔中部〕

中部の業績につきましては、一般ビル工事が低調であったため、完成工事高は13億62百万円（前年同期比21.2％

減）となりましたが、セグメント利益は利益率改善により53百万円（前年同期比58.7％増）となりました。

〔西部〕

西部の業績につきましては、一般ビル工事、産業施設工事、電気工事ともに低調であったため、完成工事高は10

億16百万円（前年同期比18.2％減）となり、セグメント利益は78百万円（前年同期比53.0％減）となりました。

 

　(2) 財政状態の分析

当第１四半期会計期間の資産合計は、前事業年度末に比べ21億93百万円減少し、125億97百万円となりました。

主な減少理由は、現金及び預金、完成工事未収入金等が減少したことによるものであります。

負債合計は、前事業年度末に比べ21億63百万円減少し、74億91百万円となりました。主な減少理由は、電子記録

債務、工事未払金および未成工事受入金等が減少したことによるものであります。

純資産合計は、前事業年度末に比べ29百万円減少し、51億６百万円となりました。主な減少理由は、その他有価

証券評価差額金の減少によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じ

た課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は２百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 35,000,000

計 35,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,000,000 12,000,000
名古屋証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は1,000株であります。

計 12,000,000 12,000,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年４月１日～
平成28年６月30日

― 12,000,000 ― 1,581,000 ― 395,250
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成28年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　34,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

11,923,000
11,923 ―

単元未満株式 普通株式 43,000 ― ―

発行済株式総数 12,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 11,923 ―
 

(注) 1　「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。

2　「単元未満株式」欄の株式数には、当社所有の自己株式229株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

   平成28年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
川崎設備工業株式会社

名古屋市中区大須1-6-47 34,000 ― 34,000 0.28

計 ― 34,000 ― 34,000 0.28
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）

に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成28年４月１日から平成28年

６月30日まで)および第１四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金およびキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団

の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準および利益剰余金基準による割合は、次のとおりであります。

    資産基準　　　 　　0.00％

    売上高基準　　 　　　－％

    利益基準　　　　 △0.84％

    利益剰余金基準　 △1.33％

  ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 1,876,880 957,251

  受取手形 1,109,420 890,981

  電子記録債権 1,718,010 1,987,802

  完成工事未収入金 5,580,766 4,260,770

  未成工事支出金 425,524 639,906

  その他 369,201 176,622

  貸倒引当金 △90,600 △75,800

  流動資産合計 10,989,204 8,837,535

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 1,573,625 1,554,642

   土地 1,715,943 1,715,943

   その他（純額） 105,651 104,819

   有形固定資産合計 3,395,220 3,375,405

  無形固定資産 89,137 91,702

  投資その他の資産   

   その他 434,791 359,849

   貸倒引当金 △117,076 △66,759

   投資その他の資産合計 317,715 293,089

  固定資産合計 3,802,073 3,760,196

 資産合計 14,791,277 12,597,731
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 1,446,432 1,588,711

  電子記録債務 1,845,198 1,551,351

  工事未払金 3,198,157 1,733,827

  未払法人税等 282,185 40,812

  未成工事受入金 616,185 288,858

  賞与引当金 253,313 109,660

  役員賞与引当金 17,287 -

  完成工事補償引当金 18,286 17,658

  工事損失引当金 94,066 85,132

  その他 418,482 583,995

  流動負債合計 8,189,593 6,000,006

 固定負債   

  長期借入金 500,000 500,000

  退職給付引当金 832,535 858,266

  環境対策引当金 1,390 1,390

  その他 131,263 131,455

  固定負債合計 1,465,189 1,491,112

 負債合計 9,654,783 7,491,119

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,581,000 1,581,000

  資本剰余金 395,250 395,250

  利益剰余金 3,109,701 3,101,242

  自己株式 △7,178 △7,178

  株主資本合計 5,078,773 5,070,313

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 57,721 36,299

  評価・換算差額等合計 57,721 36,299

 純資産合計 5,136,494 5,106,612

負債純資産合計 14,791,277 12,597,731
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

完成工事高 4,238,252 3,983,181

完成工事原価 3,871,719 3,537,722

完成工事総利益 366,532 445,458

販売費及び一般管理費 323,680 359,724

営業利益 42,852 85,733

営業外収益   

 受取配当金 3,279 3,364

 不動産賃貸料 10,866 10,877

 その他 250 2,152

 営業外収益合計 14,396 16,394

営業外費用   

 支払利息 2,614 498

 不動産賃貸費用 7,751 5,698

 その他 1,905 3,635

 営業外費用合計 12,271 9,832

経常利益 44,977 92,296

税引前四半期純利益 44,977 92,296

法人税等 22,792 16,995

四半期純利益 22,184 75,300
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附

属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第１四半期累計期間において、四半期財務諸表への影響は軽微であります。

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

税金費用の計算

税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第

１四半期会計期間から適用しております。

 

(四半期貸借対照表関係)

該当事項はありません。

 

(四半期損益計算書関係)

該当事項はありません。

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。　

 

 
前第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

減価償却費 30,660千円      37,335千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 59,835 5.0 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 83,760 7.0 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。　

 

(有価証券関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。　

 

(持分法損益等)

関連会社がないため該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　 前第１四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
(注1)

四半期
損益計算書
計上額
(注2)東部 中部 西部 小計

完 成 工 事 高 1,268,449 1,728,400 1,241,402 4,238,252 ― 4,238,252

セグメント利益 18,224 33,857 166,918 219,000 △176,148 42,852

 

(注)1.セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用(一般管理費)であります。

2.セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

　 当第１四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
(注1)

四半期
損益計算書
計上額
(注2)東部 中部 西部 小計

完 成 工 事 高 1,604,410 1,362,728 1,016,042 3,983,181 ― 3,983,181

セグメント利益 145,279 53,741 78,520 277,541 △191,808 85,733

 

(注)1.セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用(一般管理費)であります。

2.セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 １円85銭  ６円29銭

 (算定上の基礎)   

四半期純利益金額 　22,184千円 75,300千円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額 22,184千円 75,300千円

普通株式の期中平均株式数 11,966,833株 11,965,771株
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成２８年８月８日

川崎設備工業株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   田　　中　　基　　博   印
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   葛　　西   秀　　彦   印
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川崎設備工業株

式会社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの第９０期事業年度の第１四半期会計期間（平成２８年４

月１日から平成２８年６月３０日まで）及び第１四半期累計期間（平成２８年４月１日から平成２８年６月３０日ま

で）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 
四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、川崎設備工業株式会社の平成２８年６月３０日現在の財政状態及び同日を

もって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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